
中小企業のための
女性活躍推進ハンドブック



1　　中小企業のための女性活躍推進ハンドブック

はじめに

日本商工会議所　特別顧問　　若者・女性活躍推進専門委員会　委員長　
東京商工会議所　副会頭　　　若者・産業人材育成委員会　委員長

前田 新造
2

女性のキャリア・ステージ
とライフ・イベント

本章のねらい
女性の就労をめぐる状況 3-4

キャリア・ステージ（ライフ・イベント）における課題と対応のポイント

キャリア・ステージ ライフ・イベント

〈エントリー段階〉 5-6

〈初期キャリア段階〉

7-8

9-10

〈中期キャリア段階〉

11-14

15-16

17-20

〈後期キャリア段階〉

21-22

23-26

本章のねらい 27

働く女性と
雇用のルール

①採用に関する基本的ルール（労働基準法） 28

②若者・女性の活躍推進に関するルール（次世代育成支援対策推進法、女性活躍推進法） 29

③均等待遇に関するルール（パートタイム労働法、労働契約法、男女雇用機会均等法） 30

④両立支援に関するルール（労働基準法、育児・介護休業法、健康保険法、雇用保険法） 31-32

事業主のための雇用関係助成金一覧
相談窓口一覧 33-34

キャリア・ステージ ライフ・イベント

C o n t e n t s

ⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠ

ⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡ

ⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢ

お読みいただくうえでの注意事項
○本書は主に中小企業経営者とそこで働く女性を対象としていますが、就職活動中の学生や再就職を図る方もぜひ参考

にしてください。
○本書の内容には男性従業員に当てはまるものもあります。
○本書で示している女性のキャリア・ステージやライフ・イベントはひとつのモデルケースです。当然ながら個々の女性

の意見や希望によって異なります。
○法律等は2016年2月末現在の内容で編集しております。その後、改正等が行われることがあります。

採用（就職活動）

入社・初任配置・育成

結婚・出産

昇進・昇格

再就職

育児との両立

シニアの働き方

介護との両立
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「若者・女性活躍推進専門委員会」では、働く女性が入社から退職までの間に抱える様々な課題
に対応しながらさらに活躍の場を広げるために、中小企業経営者の方々に理解していただきたい
ことをまとめた「中小企業のための女性活躍推進ハンドブック」を作成いたしました。

ハンドブックでは、入社から退職までの各キャリア・ステージと、それに伴う結婚、妊娠、出産、
育児、介護といったライフ・イベントごとに女性従業員と企業が抱える課題を明らかにしたうえで、
それらを解決するための取り組みのポイントを示しています。また、働く女性に関して知って
おくべき雇用のルールについて、労働基準法、男女雇用機会均等法、女性活躍推進法などの法律
をわかりやすく解説するとともに、具体的な対応例、体制整備のために使える助成制度も掲載
しました。
　
女性の活躍に向けて社内体制を整備することは、企業業績・企業価値の向上につながるはず
です。そのためには、経営者自身が中心となって、できることから始めていくことが大切では
ないでしょうか。このハンドブックが、一社でも多くの中小企業の「気づき」につながり、女性
の活躍の場を広げる一助になれば幸いです。

日本商工会議所　特別顧問
　　　　　　　　若者・女性活躍推進専門委員会　委員長
東京商工会議所　副会頭
　　　　　　　　若者・産業人材育成委員会　委員長

前田 新造

はじめにⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠ
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本章のねらい

多くの人は、学校を卒業すると、社会人として
自分に適した職業に就き、生活の糧を得るとと
もに、職業を通して自分を成長させていこうと
考えています。しかし長い人生の間には、就職、
結婚、出産、育児、介護、あるいは退職と再就
職といったライフ・イベントが発生します。こ
れまで、女性はこうしたライフ・イベントの影
響を受けやすいとされてきました。
一方、従来企業が求めてきたキャリア ･パスは、
働く時間や場所などの制約のない働き方が可能
と考えられてきた従業員（妻が専業主婦の男性
や、独身の男女など）を想定したものでした。
しかし、女性が結婚・出産を機に離職すること
なく働き続けることや、仕事と家庭を両立しなが

ⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡ

ら能力を発揮していくためには、ライフ･イベント
に配慮した柔軟で多様なキャリア･ステージ（入社、
配属、教育訓練、昇進・昇格など）をデザインす
ることが求められます。
そこで本章では、一般的なキャリア ･ステージ
ごとに、女性のライフ ･イベントを踏まえて想定
される課題と、企業による取り組みのポイント、
働く女性が意識するべきポイントを解説します。
柔軟で多様なキャリア ･ ステージのデザイン
は、女性だけではなく、男性にも必要です。各キャ
リア･ステージとライフ･イベントにおける課題
への対応を通じて、男女問わず誰もが働きやす
く、かつキャリア形成を実現できる職場環境を
整備していきましょう。

女性のキャリア・ステージとライフ・イベント
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図表１：雇用者数及び雇用者総数に占める女性割合の推移

図表 2：女性の年齢階級別労働力率 図表 3：階級別役職者に占める女性割合の推移

2014年の女性の雇用者数は2,436万人となり、雇用者総数の43.5％を占めています。

（出所）総務省「労働力調査」（2014年）
（注）2011年の数値は、2010年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及計算した値

（出所）総務省「労働力調査」（2004年、2014年）
（注）労働力率=労働力人口÷生産年齢人口×100

（出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
（注）常用労働者100人以上を雇用する企業に属する労働者のうち、
　　 雇用期間の定めがない者における役職者 

2014年の女性の労働力率を年齢階級別にみると、以前
よりも浅くなっているものの、依然として「35～39歳」
を底とする、いわゆる「M字カーブ」を描いています。

役職者に占める女性の割合は長期的には上昇傾向にあり
ます。

女性の就労をめぐる状況
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図表 4：子どもを持ちながら
            働き続けるうえで必要なこと

（出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング㈱
　　　「育児休業制度等に関する実態把握の
　　　ための調査（労働者アンケート）」（2011年度）

子どもを持ちながら働き続ける上で
必要なこととして、女性は次のよう
なことをあげています。

・子育てしながらでも働き続けられ
　る制度や職場環境
・勤務時間が柔軟であること
・残業があまり多くないこと

こんなこと

でお困りで

はありませ

んか？

よくある
課 題

対 応 の
ポイント

企業 女性

女性活躍と言われても、そもそ
も女性が応募してくれない・・・

●「結婚・出産後も働き続ける
ことができる」などの会社
の方針を定めＰＲをする

●職場を見てもらう、従業員に
接してもらうなど、「攻め」
のアプローチを行う

●女性従業員が少なく、新卒採用にあたって女性が集まりにくい
●女性従業員が、自身のキャリアや働き方についてイメージを持っ

ていない
●どのような働き方ができるのか、企業と女性従業員で情報が共有さ

れていない

長く働きたいし、しっかりと
仕事もしたいけど、どの企業
を選べばよいのか、よくわか
らない・・・

●「自分の希望するキャリア・
働き方」のイメージを持つ

●女性の活躍状況について情報
収集する

〈エントリー段階〉
採用（就職活動）

採
用
（
就
職
活
動
）
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キャリア・ステージ（ライフ・イベント）における課題と対応のポイント

●どのような人材に自社を選んでもらうかは
女性活躍を推進するうえで、重要なポイン
トの一つです。女性にどのような活躍を期
待するのか、方針が必要です。

●女性が活躍するためには、結婚・出産後も
働き続けることができ、かつ、やりがいの
ある仕事を任されてキャリアを形成し、役
割・スキルに応じて能力を発揮できる環境
が必要です。

●そのような環境が整備されていることを
　幅広く学生と学校に PR しましょう。
● OG や OB と学生とのつながりを強化し

たり、ロールモデル（行動や考え方などが
模範となる人物）を育成したりすることが

　学生への有効なアピールとなります。

●ホームページや就活サイトなどを通じた自
社の両立支援制度や職場環境の紹介（有給休
暇取得率や残業時間などの情報提供など）

●仕事のやりがいや女性の活躍している様子の
紹介

●仕事と育児などの両立を図
　りながら活躍を続け、管理
　職に昇格したようなロール
　モデルの提示
●就職相談会や、OG・OB と
　接する機会の提供
●職場見学会などを通じた、　
　実際の仕事や職場の雰囲気
　を知る機会の提供

●希望する働き方に合った就職先を選択する
ために、幅広い可能性を検討しましょう。

●両立支援を進めている企業や、男性中心と
思えた業種や職種でも女性が数多く活躍し
ている企業は、規模に関わらず存在します。

●企業が公表している情報や就活サイトなど
の情報を通じて、業種や職種、企業の研究
を行いましょう。

●結婚・出産後も働き続けたいという希望が
あれば、仕事と育児などの両立が可能かど
うか（育児休業取得率など）、性別に関わり
なく活躍できるか（女性管理職比率など）
も調べてみましょう。

●実際の職場の状況については、OG・OB に
話を聞いたり、職場見学会に参加すること
で知ることができます。

●「ポジティブ･アクション情報ポータルサイ
ト」（厚生労働省）
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/
seisaku04/100722-01.html

　企業の女性活躍促進に関する総合的な情報
提供を行っています。

●「両立支援のひろば」(厚生労働省）　
http://www.ryouritsu.jp/

　企業の仕事と家庭の両立支援に関する取り
組みを紹介しています。

●「くるみん」取得企業（厚生労働省）
　http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/

bunya/kodomo/kodomo_kosodate/jisedai/
kijuntekigou/index.html

　「子育てサポート企業」として
　認定を受けた企業です。

このようなことに取り組んでみましょう

取り組み例 参考情報

このようなことを意識してみましょう

女性企業

・「働く女性」と「働く場所（仕事）」の適切な出会いが女性活躍推進の第一歩です。
・しかしながら、知名度の低さから会社や仕事の魅力が十分伝わらず、女性の応募者を集めるのに苦労してい

る中小企業も多いようです。
・一方、自分の働くべき場所を選ぶにあたって、何を重視したらよいのか、どのような情報を集めたらよいの

か、悩んでいる女性もいます。
・お互い最初は知らない者同士です。適切なマッチングを図るためにはどのような取り組みや工夫が必要か

考えましょう。

企業の仕事と家庭の両立支援に関する取り

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/

　りながら活躍を続け、管理
　職に昇格したようなロール

●就職相談会や、OG・OB と

●職場見学会などを通じた、　
　実際の仕事や職場の雰囲気
　を知る機会の提供
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図表５：部門、配置状況別企業割合

（出所）厚生労働省「雇用均等基本調査」（2011 年度）
（注）岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果
　　 （当該部門のある企業（大企業を含む）を 100 とした数字 =100％）

「営業部門」や「研究・開発・設計部門」
では男性のみ配置の職場が比較的多い
ため、女性を配置するときには特に配慮
が必要です。

入
社
〜
初
任
配
置
〜
育
成

こんなこと

でお困りで

はありませ

んか？

よくある
課 題

対 応 の
ポイント

企業 女性

女性をどう育成すればよいの
か、わからない・・・

●男女分け隔てなく、適材適所
での配置・育成を行う

●男性の多い職場で女性が孤立
することのないよう目配り
をする

●これまでの慣習から、女性の配置が行われてこなかった職場や仕事
がある

●周囲が男性ばかりのため、女性が職場に馴染めない
●管理職が女性従業員のマネジメントに慣れていない

早く仕事や職場に慣れたいけ
ど、少し不安・・・

●女性の上司・先輩と相談でき
るネットワークをつくる

●キャリアを見据え、研修や自
己啓発を積極的に行う

〈初期キャリア段階〉
入社～初任配置～育成
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●女性が活躍するためには、男性と同じよう
に、配置や仕事の割り振り、育成を行うこ
とが重要です。「女性だから」という理由で
過剰な配慮をすると、女性の意識に大きな
影響を与えかねません。

●「女性に重要な仕事を任せたが結局辞めてし
まった」といった経験から、女性に期待を
かけなくなってしまってはいけません。男
女ともに長期的なキャリアを見据えた配置・
育成を行うことが必要です。

●女性が少ない企業・職場の場合には、特に
配慮が必要です。

●入社後慣れるまでの間のチューター（指導
者）制度の導入

●女性の職域拡大（女性比率の低い部署に、男
女区別なく配置する）

●体力面の負荷を軽減するような設備・器具
の導入、工程の見直し

●女性同士のコミュニケーションの場・機会
の設定

●研修の機会が男性に偏らないよう留意
●管理職の意識改革（OJTを男女区別なく行う

など）

●入社当初に担当する仕事は、やりがいのあ
るものではないかもしれませんが、自身の
キャリアにどのように活かすかを考えなが
ら行うことで、その仕事の価値や品質が高
まり、スキルも身につくでしょう。

●一般的に入社のころはまだ家庭の負担が重
くない時期でもあり、早く一人前になるた
めにも、時には仕事に没頭するのもよいで
しょう。ただし、プライベートも充実させ、
視野の広さを持つことも大事です。

●男女問わず相談できる上司・先輩を持つとよ
いでしょう。社内に女性が少ないなら、社
外のネットワークづくりも有効です。

●企業が提供する教育の機会だけでなく、能
動的に先輩の仕事ぶりから学ぶことも必要
です。また、受講したい研修などがあれば
遠慮せず積極的に手をあげましょう。

●タ イ ム ･ マネジメントを習慣づけておくと
仕事の効率が上がるだけでなく、今後キャ
リアが進んで多忙になっても、仕事とプラ
イベートの両立を図りやすくなります。

●いつまでに何のスキルを身につけるか、将
来希望するキャリアから逆算していくこと
も有効です。例えば、「出産するまでに一定
のスキルを身につけておく」「一定のレベル
まで昇進しておく」といった目標を持つこ
とで、出産時のブランクがあっても、その
後のキャリア形成がデザインしやすくなり
ます。

このようなことに取り組んでみましょう

取り組み例

このようなことを意識してみましょう

女性企業

・日々仕事を進める中で試行錯誤を重ね、様々な経験を積み、女性従業員は成長していきます。女性活躍を一
層進めるためにも会社や上司のサポートは不可欠です。

・仕事や育児への重みづけ、価値観は人それぞれ違います。様々なキャリアの考え方があることを理解するこ
とが必要です。

・初期キャリア段階は大切です。企業・女性それぞれが工夫して働きやすい職場づくりを目指しましょう。

●管理職の意識改革（OJTを男女区別なく行う
など）

キャリア・ステージ（ライフ・イベント）における課題と対応のポイント
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図表 6：第一子出生年別にみた、第一子出産前後の女性の就業状況

（出所）内閣府「仕事と生活の調和レポート 2011」、国立社会保障・人口問題研究所「第 14 回出生動向基本調査」

20 年 前と比 較すると、
「正規職員」 では、就業
を継続している者の割合
が上昇し、5 割を超えて
いるのに対し、「パート
等」では、就業を継続し
ている者の割合が 2 割に
達しておらず、パート・
派遣等非正規雇用者につ
いては、第 1 子出産を機
に退職する女性の割合が
高い状況にあります。

こんなこと

でお困りで

はありませ

んか？

よくある
課 題

対 応 の
ポイント

企業 女性

出産で休業となると業務運営
が大変だな・・・

●仕事と育児の両立支援制度を
整備する

●支援制度を従業員に周知する
●育児休業取得を機に、職場内

の業務を見直す

●結婚・出産を機に、女性が離職してしまう
●育児休業取得の際に、代替要員が確保できない
●育児休業からの復帰に向けて、様々な不安を抱く女性がいる

育児休業を希望通り取れるの
かどうか不安・・・

●上司・同僚とコミュニケー
ションを図り、サポートを受
けられやすい関係をつくる

●周囲への感謝を忘れない

結
婚
・
出
産

〈初期キャリア段階〉
結婚・出産
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●これまで結婚・出産に伴う離職が、女性活躍
のネックとなっていましたが、最近では育児
休業を利用しながら働き続ける女性も増えて
います。

●企業での初めての育児休業取得となると、対
応方法がわからないことも少なくありませ
ん。公開されているパンフレットなども活用
しましょう。

●妊娠中の女性に対し、管理職（特に男性）が
配慮すべき点を周知しましょう。

●妊娠・出産・育休などを理由とする、解雇・
雇い止め・降格などの不利益な取り扱い（い
わゆるマタニティ・ハラスメント=マタハラ）
は厳禁です。

●妊娠中の配慮は必要ですが、過度の遠慮はい
りません。役割・経験に見合う仕事を任せま
しょう。そのためにはまず勤務にあたって
の制約と可能な仕事の範囲を本人に確認しま
しょう。

●休業中の女性とのつながりを保つことで、復
帰への意欲を維持させることが必要です。

●両立支援制度の整備（少なくとも法定の制度
　は整備することが必要）
●説明会やパンフレット
　などによる両立支援制
　度の周知や研修の実施
●上司と本人との休業
　前・職場復帰前の面談
　や休業中の情報提供
●休業中の自己啓発支援

●体力面の問題など、妊娠中に配慮して欲し
いことははっきり伝えたほうが、上司や周
囲の同僚も理解しやすくなります。

●周囲にサポートしてもらうためには、仕事
の進捗状況や情報、書類などを整理したう
えで、日頃から共有しておくことが必要で
す。サポートしてくれる同僚への感謝も忘
れないようにしましょう。

●仕事と出産を両立させるノウハウを学んだ
り、利用しうるサービスを活用することに
よって、周囲にかかる負担を減らすことも
必要です。夫とよく相談して、家庭内の役
割分担も決めましょう。

●急な体調不良の際は無理をせず休むことを
優先しましょう。その際、すぐに対応が必
要な仕事と、翌日以降に回してもよい仕事
を区別して依頼すると、同僚もサポートし
やすくなります。

●休業中しばらくして育児にも慣れてくると
自分の時間を持てることもあります。その
時間を活用して復帰後の仕事に向けて自己
啓発を図りましょう。

●「女性にやさしい職場づくりナビ」
　（厚生労働省）　
　  http://www.bosei-navi.go.jp/

　働きながら安心して
　妊娠・出産を迎える
　ための様々な情報を
　提供しています。

このようなことに取り組んでみましょう

取り組み例 参考情報

このようなことを意識してみましょう

女性企業

・日本では、第一子出産前後に多くの女性が離職しています。残ってほしかった従業員が辞めてしまい、残念
な思いを抱いている経営者も多いのではないでしょうか。

・育児休業・休暇制度を整備したのに、実際には活用されていない職場もみられます。
・子どもの誕生は社会全体にとって喜ばしいものです。職場全体で知恵を出し合って、上司・同僚が気持ちよ

く支援し、母親が健康で安全に出産できる環境を整えましょう。

●「女性にやさしい職場づくりナビ」

　  http://www.bosei-navi.go.jp/

〈初期キャリア段階〉
結婚・出産

キャリア・ステージ（ライフ・イベント）における課題と対応のポイント
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あ

図表 7：女性管理職が少ない、あるいは全くいない理由別企業割合

（出所）厚生労働省「雇用均等基本調査（企業調査）」（2013 年度）
（注）女性管理職が少ない（１割未満）あるいは全くいない役職が一つでもある企業＝100％

女性管理職が少ない、あるいは
全くいない企業は、その理由と
して、次のようなことをあげて
います。
・現時点では、必要な知識や経験、 

判断力などを有する女性がいな
いため

・女性が希望しないため
・現在、管理職に就くための在職

年数などを満たしている者はい
ないため（将来管理職に就任
する可能性はある）

こんなこと

でお困りで

はありませ

んか？

よくある
課 題

対 応 の
ポイント

企業 女性

そもそも女性自身が管理職に
なりたがらない・・・

●男女の分け隔てなくキャリア
の早い段階から様々な業務を
通してリーダーシップを発揮
する機会を与え、公平に評価
する

●女性のライフ ･ イベントを考
慮した異動を実施する

●管理職候補となる女性が少ない
●企業に「女性は管理職になりたがらない」という先入観がある
●女性が管理職になりにくい職場環境がある

管理職になると、残業や休日
出勤が多くなりそう・・・

●後輩への指導で積極的にリー
ダーシップを発揮する

●様々なロールモデルを参考に
して、自身のマネジメント
方法を工夫する

昇
進
・
昇
格

〈中期キャリア段階〉
昇進・昇格
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あ

●均等施策の取り組みとして、男性と同
様の業務を経験してもらい、育成する
ことが必要です。

●その際、育児などと仕事の両立支援も重
要です。女性管理職を増やすには、勤続
年数などの要件を満たす管理職候補の女
性従業員が一定数必要となります。

●女性管理職が少ない企業では、女性に
相談相手がいないなど、少数派として
の課題を抱えているかもしれません。
実情を把握し、必要があればフォロー
しましょう。

●女性管理職が能力を発揮し、その人が
ロールモデルとなることで、後に続く
女性従業員が増えていくことが期待で
きます。

均等施策の取り組みの概要

 
 

 

 
 

 
 

 

ワークライフバランス
を実現しながら、仕事
の中核を担う女性が
多数活躍

（マミー・トラック （P.19）続出）

図表 8：女性の管理職への登用を促進するための取り組み

（出所）厚生労働省「雇用均等基本調査（企業調査）」（2013 年度）
（注）女性の管理職への登用を促進するための取組を行っている企業＝100％

女性の管理職への登用を促進する取
り組みを行っている企業割合は全体の
38.2％で、取り組み事項としては「候
補者の把握と計画的な育成」 が最も
多くなっています。

（資料）筆者作成

女性の「定着」と「活躍」の関係

・女性従業員が増加し、就業期間も長くなっているものの、管理職が増えないことに悩む企業も多いようです。
「時間が経てば自然と女性従業員が育成され、管理職に必要な能力を身に付ける」という考え方では女性管
理職を育てることはできません。

・「女性だから」という理由で育成を諦めてしまうのではなく、女性従業員が何を悩んでいるのか、どのよう
なキャリアを描いているのか耳を傾けてみましょう。

・管理職候補の女性従業員は、企業から期待されていることを誇りに思うべきです。そのうえで、その期待
に応えるために何ができるのか考えましょう。

キャリア・ステージ（ライフ・イベント）における課題と対応のポイント
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●本人のその後のキャリアを形成するために、女性に男性と同様の業務をしてもらい、育成する
ことが重要です。

●女性管理職がまだ少数の場合には、女性が管理職になることに不安を感じることもあります。
リーダーシップを発揮する機会を意識的に与えたり、女性同士のネットワークづくりを支援す
るのも有効です。

●女性が管理職への昇格を希望しない理由として、管理職になると労働時間が増えることが多く
あげられます。働き方の見直しを通じた業務の効率化を目指しましょう。

●転勤が女性の昇格のネックとなっている可能性があります。昇進・昇格にあたり転勤が真に必要
なものなのか、転勤に代わり評価できる職務経験はないのか検討することも求められます。

このようなことに取り組んでみましょう

取り組み例

企業

■サラヤ株式会社（大阪府大阪市）　

代表者　：更家 悠介
従業員数：1,301人
事業内容： 衛生用品、薬液供給機器などの開発・製造・

　　　   販売

主な取り組み内容

女性管理職倍増に向け実行

・ダイバーシティ推進方針の策定や３か年計画で女
性管理職倍増を掲げている。

・計画を具体化するために、管理職や管理職候補の
女性リーダー層を対象とした女性リーダー研修や
アセスメント研修を通して、自己分析から能力開
発へつなげるプランを導入している。

・社外セミナー等の受講や「役員メンター制度」と　
いったグループ活動（役員講義、社外施設見学、　
個別相談など）により能力開発を支援している。

■株式会社総合印刷新報社（千葉県船橋市）　

代表者　：竹口 朋子
従業員数：45人
事業内容：ポスター、カタログ、会社案内、冊子
　　　　　などの企画デザイン制作

主な取り組み内容

従業員の子育てを手厚くサポート

・子育て支援に積極的に取り組み、仕事と家庭
の両立支援に全社を挙げて取り組んでいる。

・個人不在時でも担当業務についてフォロー
アップ体制を整えているほか、職場復帰に備
えて定期的に連絡を取り、希望者には面談・
カウンセリングを行って育児休業中のメンタ
ルケアに努めるなど、女性が活躍できる体制
を整備している。

・女性の役員・管理職の比率はともに50％と
なっている。

●職域の拡大や中核業務の経験
●リーダーシップを発揮する機会の提供（社内プロジェクトのリーダー任命など）
●勤務時間の長さではなく、生み出した成果の大きさや効率良い仕事ぶりを評価
●女性同士のネットワークづくり支援（ロールモデルとの座談会やメンター（指導員）制度の導入など）
●女性従業員を対象としたキャリア研修や管理職候補者への研修

事例に学ぶ【昇進・昇格編】

・ダイバーシティ推進方針の策定や３か年計画で女
性管理職倍増を掲げている。

・計画を具体化するために、管理職や管理職候補の
女性リーダー層を対象とした女性リーダー研修や
アセスメント研修を通して、自己分析から能力開
発へつなげるプランを導入している。

・社外セミナー等の受講や「役員メンター制度」と　
いったグループ活動（役員講義、社外施設見学、　
個別相談など）により能力開発を支援している。

〈中期キャリア段階〉
昇進・昇格
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●キャリア形成を企業任せにしたり、受け身の対応をとるのではなく、普段の仕事の中でも、
後輩の指導などを通じて自身のリーダーシップやマネジメント ･スキルを向上させましょう。

●子どもに手がかかるのは人生の一時期です。自身の職業人生を長い目で見据えましょう。
●社内・社外を問わず、女性同士のネットワークをつくることも有効です。身近にロールモデルと

なる人がいない場合でも、様々な人から参考となる点を見習ったり、外部のセミナーに参加す
ることで、自分なりのロールモデルを描くことができます。

●管理職になる人だけでなく、専門技能を深めていく人を評価する企業も少なくありません。
自身に適したキャリア形成を考えましょう。

●男女共同参画のための総合的な施設一覧（男女共同参画センターなど） （内閣府）
　 http://www.gender.go.jp/policy/chihou_renkei/pref_shisetsu.html

参考情報

このようなことを意識してみましょう

女性

図表 9：キャリアの多様化の捉え方

（出所）三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング㈱　　
　　　「育児休業制度等に関する実態把握のための調査（企業アンケート）」（2011 年度）

管理職を目指すキャリアとは異なる
多様なキャリアのあり方があると考
える企業も少なくありません。

キャリア・ステージ（ライフ・イベント）における課題と対応のポイント
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図表 10：仕事に就いていない女性が求職活動をしない理由

2014 年の調査では、女性の非労働力人口約 2,908 万人のうち約 303 万人が就業を希望しています。
現在、仕事に就いておらず求職活動をしていない女性について、その理由としては「出産・育児のため」と「適当な
仕事がありそうにない」がそれぞれ約 3 分の 1 を占めています。

こんなこと

でお困りで

はありませ

んか？

よくある
課 題

対 応 の
ポイント

企業 女性

女性を採用したいけど、新卒
採用は厳しいし、どうすれば
よいのかわからない・・・

●自社を退職した女性の再雇
用や経験のある女性の採用を
行い、即戦力を確保する

●非正社員の正社員転換を検
討する

●人材を確保したいが、求める経験・スキルを有する応募者がいない
●一旦離職した女性が、仕事を再開するにあたって不安を抱えること

がある

仕事を再開したいけど、ブラ
ンクもあるし、少し不安・・・

● 非正社員として入社し、正
社員への転換を目指す

●公共の再就職支援制度を活
用する

再
就
職

（出所）総務省「労働力調査］（2014 年）

〈中期キャリア段階〉
再就職
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●新卒採用が容易ではなく、中途採用に頼る
中小企業は少なくありません。求める経験・
スキルを有する経験者を採用できない場合
もあります。そのような場合には、まず平
易な仕事を任せられる人を採用し、自社で
育成を図るといった方法も有効です。

●出産などを機に一旦自社を離職した女性を
採用することは、その人の経験やスキルも
把握していることから、即戦力として重要
な人材となります。

●育児などを理由に自社を離職した女性の積
極的な採用

●正社員への転換条件の明示（求められるス
キルなど）

●スキルアップ支援や研修機会の提供

●久しぶりの仕事で自信のない場合には、最
初は短時間の勤務や非正社員として仕事や
職場に早く慣れることを目指し、次にフル
タイムの勤務や正社員への転換といった方
法も考えてみましょう。

●希望する条件の仕事が見つからない場合は、
勤務時間や日数、仕事内容などで譲歩をし
たり家族のサポート体制を見直したりする
ことで、応募できる仕事の範囲を増やすこ
とも有効です。

●再就職支援を実施している自治体もあるの
で、必要に応じて活用しましょう。例えば、

　東京都「東京しごとセンター」では、再就
職を目指す女性に対して、再就職活動のノ
ウハウの提供や、スキルアップのための能力
開発などの支援を行っています。

●「求職者支援制度」：一旦離職した専業主婦
など雇用保険を受給できない求職者が無償
で訓練その他の給付を受けられる制度（各
ハローワークが窓口）

　（内容）
　・無料の職業訓練 
　・一定の支給要件を満たす場合、給付金（職

　業訓練受講給付金）の支給 
　・就職支援

このようなことに取り組んでみましょう

取り組み例

参考情報

このようなことを意識してみましょう

労働者企業

・多くの中小企業では、スキルや経験のある即戦力の人材を求めています。
・「子育て・介護など家庭の事情で一時的に職場を離れていたけれど、もう一度働きたい」という人も大勢い

ます。
・再就職にあたり、女性は多様な働き方のニーズを持っています。再就職を希望する女性をどのように受け入

れ、どのように戦力化するか、企業に求められる対応のポイントを知っておきましょう。

■株式会社日本レーザー（東京都新宿区）　

代表者　： 近藤 宣之
従業員数： 58人
事業内容：レーザー・光学製品輸入販売および自社 

　         ブランド製品開発販売

主な取り組み内容

多様な雇用形態を用意

・能力と会社の業績に対する貢献度や理念で評価す
るため、パート社員や派遣社員にフルタイム社員
となるチャンスを与えている。

・働き方の契約であるクレドで会社の理念を「見える
化」。「年齢や学歴、性別、国籍、思想信条などに
関わらず、公正に処遇する」と明記している。

・ライフスタイルに応じた11種類の雇用形態のほか、
多様な勤務形態として、在宅勤務やフレックスタ
イム勤務などの制度を確立している。　

事例に学ぶ【再就職編】

　業訓練受講給付金）の支給 
　・就職支援

キャリア・ステージ（ライフ・イベント）における課題と対応のポイント
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図表 11：「両立支援制度導入・運用の効果があった」企業における具体的な効果の内容

（出所） 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング㈱　　
「仕事と子育ての両立支援に関する調査

　　　(企業アンケート）」（2012年）

実際に両立支援の取り組みを行っ
てきた企業では、「従業員（女性）
の定着率の向上」 など様々な効
果があったとしています。

こんなこと

でお困りで

はありませ

んか？

よくある
課 題

対 応 の
ポイント

企業 女性

残業させられないし、急な休
みもあるので、重要な仕事は
任せにくい・・・

●時間制約のある従業員が職場
に存在することを前提とした
業務設計を行う

●「おたがいさま」意識を醸成
し、サポートしあえる職場づ
くりを行う

●企業が、時間制約のある女性に対して重要な仕事を任せることを躊
躇する

●役割・スキルに見合う仕事を割り振られないことから、能力のある
人材のモチベーションが低下してしまう

じっくり仕事に取り組みたい
けれど、子どもの保育所への
お迎えのため残業できない・・・

●限られた時間の中で有効な
タイム・マネジメントを行い、
効率的に仕事を進める

●「できること」「できないこと」
「サポートしてほしいこと」
を自分から周囲に伝える

育
児
と
の
両
立

〈中期キャリア段階〉
育児との両立
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●両立支援の取り組みとして、まずは法律で定められた両
立支援制度を整備したうえで、企業の状況や従業員の
ニーズを踏まえ、自社にふさわしい両立支援制度をつく
り上げましょう。

●整備した両立支援制度を全従業員に周知しましょう。
●両立支援制度の円滑な利用に向けて、鍵となる管理職を

対象とした研修や、必要な時に制度を利用しやすい雰囲
気づくりなども大切です。

●両立支援制度を利用する従業員が出た際には、よい機会
と捉えて、働き方の見直しを行いましょう。効率的な働
き方を実現することで、制度利用者のみならず職場全員
にとっても働きやすい環境をつくりましょう。

両立支援の取り組みの概要

図表 12：両立支援制度の利用経験と、利用を希望するもの

（出所）三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング ㈱  「仕事と子育ての両立支援に関する調査（企業アンケート）」（2012 年）

育児短時間勤務制度はよく利用されていますが、子の看護休
暇や始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ、フレックスタイム制
度などは、利用希望は高いものの、利用されていない割合
が高くなっています。

両立支援
制度の拡
充・見通し

制度を利用
しやすい職
場づくり

制度利用に
向けた働き
方の見通し

法定どおり
の両立支援
制度の整備

・育児と仕事の両立は体力的にも時間的にも大変です。とりわけ初めて子育てをする人には、私生活が大きく
変わることで不安を覚えることも多いでしょう。

・子育てと仕事の両立を図りたいという女性従業員や、子育てに関わりたいと希望する男性従業員のニーズに
応えるための仕組みを整えましょう。

・人員の限られた中小企業だからこそ、職場環境や人事労務面を改善するなど、意欲と能力を持つ女性が活躍
できる仕組みづくりを進め、誰にとっても働きやすい職場環境を実現することが大切です。

（資料）筆者作成

両立支援の取り組みの全体像

キャリア・ステージ（ライフ・イベント）における課題と対応のポイント
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●時間に制約のある従業員に役割・スキルに見合う貢献をしてもらうためには、これまでとは異な
る働き方の提供やマネジメントが必要です。

●同僚との役割分担を見直すことで、できるだけ休業前と同様の業務を担当してもらいましょう。
●働く時間の長さではなく、仕事の成果を評価することで、マミー･トラック（両立はするものの昇

進・昇格から離れてしまうこと）に陥ることを防ぎましょう。
●同時に、サポートをする周囲の同僚の負担が重くならないよう、職場全体の働き方を見直して

業務効率化を図ったり、サポートをしている同僚に対して適切な評価をすることで、不公平感
をなくすことも重要です。

●勤務時間の柔軟性の確保（短時間・短日勤務、フレックスタイムの導入など）
●勤務場所の柔軟性の確保（在宅勤務制度の導入、直行・直帰の励行など）
●急な休みの発生への対応（半日単位や時間単位の有給休暇の導入、多能工化の推進など）
●労働時間に見合った業務量ならびに役割に見合う業務内容の配分
●職場全体での業務の見直しと効率化の推進
●働く時間の長さではなく、どれだけ効率よく成果を生み出したかによる評価
●サポートなどで貢献した従業員への適切な評価

このようなことに取り組んでみましょう

取り組み例

企業

図表 13：就業継続に必要だったと思うこと
　　　　 （第 1 子出産後も就業の継続を希望していたが継続しなかった女性）

第 1 子出産後も就業の継続
を希望していたが、 継続し
なかった女性に対し、何が実
現していれば仕事を続けて
いたと思うかを聞いたところ、
「認可・認証保育園等に子ど
もを預けられること」 が最も
多くなっている。
その他には、「短時間勤務等、
職場に育児との両立支援制
度があれば」 や 「職場に仕
事と家庭の両立に対する理解
があれば」 が多くなっている

（なお、 同調査では、 正社
員・非正規社員ともに同様の
傾向がみられる）。

（出所）内閣府「ワーク・ライフ・バランスに関する個人・企業調査」（2013 年）
（注）複数回答、上位 10 項目のみ表示
　　  6 歳未満の子（第 1 子）と同居中で、妊娠判明時、従業員数が 30 人以上の企業に雇用されていた 20 歳以上の女性が調査対象

〈中期キャリア段階〉
育児との両立
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●育児短時間勤務を利用する場合、上手にタイム ･マネジメントを行い、効率的に仕事を行うこと
で役割に見合う貢献をすることができます。

●急な休みに備え、自分の仕事の状況や書類等の保管場所を見える化し、普段から周囲の同僚と
共有しておくとサポートをしてもらいやすくなります。

●自分から「できること」「できないこと」「サポートして欲しいこと」を伝えておくことは、上司
や周囲の同僚から気持ち良くサポートしてもらうために大切なポイントとなります。

●子どもに手のかかるのは一時期であると考え、育児を一人で抱え込むのではなく、夫の協力や
地域のサービスなどあらゆるものを活用し、長い目で自身のキャリアを考えましょう。

このようなことを意識してみましょう

女性

図表 14：１日の時間の割振り（平均時間、末子が６歳以下の有業の夫・妻）育児中の女性従業
員は、家事・育児に
約6 時間半の時間
を費やしており、仕
事をする時間に制約
が生じています。

（出所）総務省「社会生活基本調査」（2011 年）

■株式会社システックス（長野県長野市）　

代表者　：北村 正博
従業員数：160人
事業内容：情報システム受託開発、パッケージ
　　　     ソリューション、クラウドシステム開発

主な取り組み内容

ワーク・ライフ・バランスが社内に浸透

・ワーク・ライフ・バランスに関する講習会を社内で
実施するなど、仕事と育児をはじめとする両立支援
への意識が高く、その考えが従業員に定着している。

・育児休業中の従業員に資料送付などで情報提供し、
休業後に従業員が復帰しやすい環境をつくっている。

・在宅勤務や短時間勤務など、多様な働き方を推進し
ている。

■株式会社タニタハウジングウェア（東京都板橋区）

代表者　：谷田　泰　
従業員数：129人
事業内容：製造業（金属製雨とい、外装材、雨水利用  

　　　  商品）

主な取り組み内容

従業員の子育てを手厚くサポート

・失効有給休暇を積み立て、子の看護休暇、不妊治療
に取得できるようにするなどの両立支援と、働き方
の見直しを柱に、従業員の働く環境を整備している。

・育児短時間制度を法定を上回る就学前までとして
いるほか、従業員の子供の小・中・高校や大学など
への入学時に10万円支給するなど、子育てを手厚
くサポートしている。

・両立支援相談窓口を設置している。

事例に学ぶ【育児との両立編】

休業後に従業員が復帰しやすい環境をつくっている。

・在宅勤務や短時間勤務など、多様な働き方を推進し
ている。

キャリア・ステージ（ライフ・イベント）における課題と対応のポイント
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図表 15：60 歳以上の常用雇用者
　　　　 の推移

高年齢雇用者は年々増加して
います。

こんなこと

でお困りで

はありませ

んか？

よくある
課 題

対 応 の
ポイント

企業 女性

シニアにどのように働いても
らえばよいか、よくわからな
い・・・

●現職での活躍や、技能伝承・
若手の育成など、シニアに
戦力として期待する役割を
明確にする

●体力面・健康面を考慮した職
場環境を整備する

●シニアの能力の活かし方を明確にできていない
●女性も、これまでとは異なる立場でどのように組織に貢献すればい

いのか、わからずにいる
●シニアが働きやすい職場環境になっていない

これまでの経験を活かしたい
けど、何を期待されているの
かよくわからない・・・

●これまでの経験を活かし貢献
できることを考え、実行する

●謙虚な姿勢で周囲とコミュニ
ケーションを積極的にとる

シ
ニ
ア
の
働
き
方

（出所）厚生労働省
          「高年齢者の雇用状況集計結果」（2015 年）

〈後期キャリア段階〉
シニアの働き方
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●働くことを希望するシニアは少なくありま
せん。企業としても、即戦力として活躍し
てもらえると同時に、経験に基づく様々な
ノウハウなどを若手に伝承してもらい、社
内に蓄積していくことが期待できます。

●シニアの活かし方を明確にし、その貢献を
評価することが重要です。

●体力面や健康面を考慮した柔軟な働き方の
制度を導入することも求められます。これ
は、病気の治療と仕事の両立を必要とする
従業員にとっても有効です。

●シニア向けの評価制度の導入
●柔軟な勤務体制の確立（短時間勤務や短日勤

務の導入など）
●体力面・健康面を考慮した業務の割り振りや、

負担軽減につながる設備や器具などの導入
●技能伝承を意図した役割分担（若手とのペア

制の導入など）

●これまでの経験を活かした貢献のしかたを
しっかり考えましょう。

●後輩の育成は、企業にとって重要です。
●体力面など自分でできないことは、素直に

後輩にお願いするような謙虚な姿勢も求め
られます。自分の考え方に固執せず、気持
ちを開いて上手に周囲とコミュニケーショ
ンを図りましょう。

●老後の生活を考えるうえでも、高齢者の就
労ニーズは高まっています。

●高齢夫婦無職世帯（夫65歳以上、妻60歳以
上の夫婦のみの無職世帯）

　　　実収入　　 207,347円
　　　可処分所得 177,925円
　　　消費支出　 239,485円　（▲61,560円）

　　※総務省「家計調査報告」（2014年）

●65歳の平均余命からすると、生活費の不足
分の総額は約1,700万円、加えて、住宅の
修繕や介護など、生活費以外の様々な出費
が必要です。

このようなことに取り組んでみましょう

取り組み例

参考情報

このようなことを意識してみましょう

女性企業

・仮に60歳で定年を迎えても、それからの平均余命は女性の場合、20年以上あります。高齢化社会をどのよ
うに生きていくか、若い頃から考え、備えておくことはとても重要なことです。

・「元気なうちは第一線で働きたい」と希望するシニアはこれからも増加していくことでしょう。しかし、変化
の激しい時代なので、これまでの知識・経験・スキルがそのまま通用しないこともあります。また、定年再
雇用を機に社内での立場が変わったり、若い頃に比べて身体的な能力が低下したりすることもあります。

・どうすれば自身の「生きがい」や「働きがい」を見つけることができるか、謙虚な気持ちで自身を見つめ直す
ことが大切です。企業として、シニア人材の活躍推進のためにどのような取り組みを進めることができるか、
考える必要があります。

■電化皮膜工業株式会社（東京都大田区）　

代表者　：秋本 恭伸
従業員数：38人
事業内容：めっき・表面処理

主な取り組み内容

スムーズに技能伝承できる仕組みづくり

事例に学ぶ【シニアの働き方編】

・ ベテランと若手社員が互いに評価する仕組みをつくったことで、お互
いを思いやり、技術の伝承がスムーズに行われている。

・ 外部資格の取得を支援し、講習や受験にかかる費用を会社が全額負担。
「現代の名工」をはじめ、シニアの技能士達が人材育成を担っている。

・ 高齢者は体調にあわせた時短勤務が可能。勤務形態については、日々
のコミュニケーションの中で話し合って決定することもある。

キャリア・ステージ（ライフ・イベント）における課題と対応のポイント
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図表 16：介護に直面した場合の就業継続見込み
　　　 　（40 歳代・50 歳代正社員）

図表 17：企業における仕事と介護の両立支援として
　　　　重要と考えられるもの

（出所） 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング㈱「仕事と介護の両立に    
　関する調査（労働者アンケート）」（2013年）

（注） 回答者は、就労者（男女各1,000人）のうち、手助け・介護が
　必要な親（本人または配偶者の）が少なくとも１人はいるもの （出所）三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング㈱

　　　 「仕事と介護の両立に関する調査（企業アンケート）」（2012 年）

親の介護や手助けをする状況に直面した場合、
「今の仕事を続けられると思う」 という回答は
36.9％にとどまっています。

企業の人事担当者が重要と考える両立支援として最
も多い回答は「従業員の仕事と介護の両立に関する
実態・ニーズ把握を行うこと」となっています。

こんなこと

でお困りで

はありませ

んか？

よくある
課 題

対 応 の
ポイント

企業 女性

介護の問題に直面している従
業員がどれくらいいるのか、
見当もつかない・・・

●まずは社内で介護に関する実
態やニーズを把握する

●「おたがいさま」意識を醸成
し、サポートしあえる職場づ
くりを行う

●介護の問題に直面している従業員を把握することが難しい
●女性も、どうすれば仕事と介護の両立ができるか、わからずに不安

を抱えている

介護の問題に直面したら仕事
は続けられないかもしれな
い・・・

●介護の問題に直面したら、仕
事との両立を前提に、上司
や人事担当者に相談する

●社内の制度や地域のサービス
など、様々なツールを活かす

介
護
と
の
両
立

〈後期キャリア段階〉
介護との両立
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【介護問題（介護事情）】
・今後さらに少子高齢化が進み、2040年代には40％近い高齢化率になると推計されています。
・65歳以上の要介護 ・要支援認定率は18%で、2014年時点で600万人弱にのぼっています。認定

者数は今後一層、増加することが想定されます。
・家族の介護・看護による離職者数は毎年10万人前後にのぼります。

【介護を担っている社員の割合】
・40歳代から50歳代を対象にした調査によると、就労者全体の２～３割の人に介護を必要とする親

がおり、一般的には、年代が高いほどその割合は高くなっています。
・調査によると７割以上の人が仕事と介護の両立に不安を感じており、その理由として、代わりにな

る人がいないこと、両立支援制度がないことが多く挙げられています。
・一般的に介護問題に直面する従業員は、ベテランや管理職など経験・スキルが豊富で企業の中核と

なっている人が多くなります。介護の問題で突然離職することになると、企業にとっても大きな痛
手です。

介護をめぐる状況

図表 19：不安を感じている従業員の具体的な不安内容
　　　　 （実際に介護を担っている従業員に対する調査）

図表 18：仕事と介護の両立に関する従業員の不安   　
　　　 （実際に介護を担っている従業員に対する調査）

（出所）三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング㈱
　　　 「仕事と介護の両立に関する調査（企業アンケート）」（2012 年）

（注）調査対象：40 歳代～ 50 歳代の介護を担っている就労者 251 人

（出所）三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング㈱
　　　 「仕事と介護の両立に関する調査（労働者アンケート）」
          （2013 年）

（注）調査対象：40 歳代～ 50 歳代の就労者
       男性（正社員）1,000 人、女性（正社員）1,000 人

・少子高齢化が進展するなか、介護と仕事の両立は社会全体で取り組むべき重要な課題です。
・今は関係ないと思っていても、「突然」介護の当事者となる日が来るかもしれません。
・万一、経営の中核を担う人材が介護を理由に辞めてしまったら困ります。そうなる前に、会社や従業員がど

のように対応すべきか、お互いが当事者意識を持って準備しておくことが大切です。介護はこわくありませ
ん。まずは知ることから始めてみましょう。

キャリア・ステージ（ライフ・イベント）における課題と対応のポイント
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●介護の問題は、企業側も女性側も分からないことが多く、漠然とした不安を抱えていることが
少なくありません。

●自社内の介護に関する実態やニーズの把握を行いましょう。そのうえで、必要な制度の導入や
見直しを実施しましょう。

●従業員に制度を周知すると同時に、企業としての方針を知ってもらうことで、女性が介護の問
題に直面しても仕事を続ける意識を持ってもらうことが重要です。

●介護は、育児と同様、働く時間に制約が生じる可能性があります。また、育児とは異なる事情
もあります。いざという時に頼ることのできる「地域の相談窓口」も知っておくとよいでしょう。

●仕事と介護の両立支援に対するニーズ調
査（ヒアリング・アンケート）

●介護を理由とした短時間勤務、短日勤務
の導入

●地域サービスなど様々な社会的支援に関
する情報提供

●介護に関する研修や啓発活動
●相談窓口の設置

このようなことに取り組んでみましょう

取り組み例

企業

従業員にヒアリングやアンケートの実施、実際に介護経験のある従業員を対象としたグ
ループインタビューなどによる、制度の利用実績や要望、仕事と介護の両立支援制度に対
するニーズや課題の把握

制度を利用する可能性が高い従業員のニーズをはじめ、従業員の意見を踏まえつつ、自社
の人事方針にも合致する制度見直し案の策定、各職場単位で仕事と介護の両立を運用面で
柔軟に対応している場合には全社として制度化

情報共有と本人の精神的負担の軽減のためのネットワークづくり
近隣や同業界の企業、行政といった社会資源とのネットワークによる情報共有、共同での
研修

制度見直しの背景や目的、制度内容について周知
（説明会の開催やリーフレットの配布）

( 資料 ) 筆者作成

〈後期キャリア段階〉
介護との両立
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●まず上司や人事担当者に相談し、介護との両立に向けてどのような働き方ができるのか、企業
に何を支援して欲しいのかを率直に伝えましょう。

●労働時間が短くなる場合にも、効率的に仕事をすることで役割・スキルに見合う貢献をするよう
心がけるとともに、急な休みに備え、同僚がサポートしやすい体制を整えておきましょう。

●介護に関する企業内外のサポート機能について情報収集をしておきましょう。
●介護を一人で抱え込むのではなく、様々な手段を活用し、離職することなく両立できる体制を

自ら構築しましょう。

このようなことを意識してみましょう

女性

図表 20：介護のための離職による影響度

介護のために離職したことで、
かえって負担が増す可能性があ
ります。

（出所）三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング㈱
　　　 「仕事と介護の両立に関する調査（労働者
　　　  アンケート）」（2013 年）

■有限会社ＣＯＣＯ－ＬＯ（群馬県桐生市）　

代表者　：雅樂川 陽子
従業員数：79人
事業内容：医療・福祉

主な取り組み内容

ライフスタイルに応じた勤務形態が可能

・介護等に携わる社員向けに、「準社員制度」を導入。
準社員は無期雇用で時間当たりの賃金は正社員と同
等の処遇とし、勤務時間を1日4.5～7.5時間の中か
ら選ぶことができる。

・入社した全社員に先輩社員をプリセプター（指導者）
として付け、マンツーマンで指導や相談に応じる。

・積極的に有給休暇の取得を促し、有休を活用し
 たキャリアアップのための外部研修受講を奨励。
　　　　受講費や旅費などを会社が負担している。

■東京商工会議所の取り組み　

交流会「ダブルケア時代の中小企業経営」を開催

主な内容

・東京商工会議所は、2015年7月31日、初の取り組
みとなる「ダブルケア（育児と介護の同時進行）時代
の中小企業経営」をテーマとした交流会を開催。

・育児・介護を抱える従業員を雇用している企業や、
ダブルケア負担を軽減する商品・サービスを販売・
供給している企業の経営者などが参加。

・基調講演を行った講師からは「従業員が介護を抱え
ていても人事担当者に報告しないケースが多く、ま
ずは実態把握が重要」との指摘があった。

・参加者からは「企業として取り組むべきことがよく
分かった」「交流会で希望していた企業と会うこと
ができた」などの声が寄せられた。

事例に学ぶ【介護と両立編】

・入社した全社員に先輩社員をプリセプター（指導者）
として付け、マンツーマンで指導や相談に応じる。

・積極的に有給休暇の取得を促し、有休を活用し
 たキャリアアップのための外部研修受講を奨励。
　　　　受講費や旅費などを会社が負担している。

交流会「ダブルケア時代の中小企業経営」を開催

キャリア・ステージ（ライフ・イベント）における課題と対応のポイント
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働く女性と雇用のルールⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢ

　企業が従業員を雇用するにあたっては、雇用
に関するルールが労働基準法をはじめとする労働
関連諸法令上に定められています。多くは男女と
も適用になるものですが、妊娠、出産など女性に
関連して身体的負荷軽減を図るものなど、女性に
限って適用になるものもあります。　
　雇用に関するルールは必ず守らなければならな
いものであり、間違った対応は会社と従業員との
間で問題を引き起こすだけでなく、企業としての
信用の低下や行政による罰則の対象となります。
　また、出産、育児、介護など、さまざまなライフ・
イベントに直面する従業員に対して、企業と本人

本章のねらい
が加入している雇用保険や健康保険から保険給付
が行われることがあります。従業員にメリットが
あるだけではなく、企業の社会保険料の負担を軽
減するものもあります。近年、内容が拡充されて
いるものもあるため、企業としてどんな保険給付
がどんな場合に給付されるのか把握しておく必要
があります。
　年齢や障がいが原因で就職が難しい人を採用
する場合、非正規社員から正社員に雇用の形態
を変える場合、仕事と家庭の両立支援の施策を
行う場合など、企業が助成金を受けられる場合
もあります。



中小企業のための女性活躍推進ハンドブック　　　28

① 採用に関する基本的ルール
企業が社員を採用し、働いてもらう時、守るべきルールがあります。
働く人は書面等で自分の労働条件をきちんと確認・理解しておきましょう。

Ｑ　雇用契約を作らずに口頭で労働条件を伝えていますが、問題ありますか。

Ａ　一部の労働条件については口頭ではなく、書面で提示することが義務付けられています。

【労働条件の明示】（労働基準法第 15条）
以下の労働条件については、書面による明示が企業に義務付けられています。

１．労働契約期間
２．有期労働契約を更新する場合の基準
３．就業場所・従事する業務の内容
４．始業・就業時刻、残業の有無、休憩時間、休日、休暇、シフト勤務における就業時間に関する事項
５．賃金の決定、計算・支払の方法、賃金の締切り・支払の時期に関する事項
６．退職に関する事項（解雇の事由を含む）

 P
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Ｑ　企業が社員を採用する際、どのようなルールがありますか。

Ａ　労働基準法等で、以下のような基本的なルールが決められています。

労働時間 原則　8時間 /日　40時間 /週まで 労働基準法第 32条

時間外労働 労使協定を締結する必要あり
原則　45時間 /月　360時間 /年まで 労働基準法第 36条

休日 週に 1日または 4週で 4日以上 労働基準法第 35条

賃金 最低賃金以上としなければいけない 最低賃金法第 3条、
第 4条

割増賃金

時間外労働　割増率 1.25 倍
深夜労働　　割増率 1.25 倍
休日労働　　割増率 1.35 倍
1か月に60時間を超える時間外労働の場合には時間外労働の割増率
は 1.5 倍（中小企業は当面の間 1.25 倍）

労働基準法第 37条

年次有給休暇
採用後 6か月勤務で 10日
その後１年おきに勤続年数に応じた有給休暇が発生し、6年6か月
以降は20日

労働基準法第 39条
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働く女性と雇用のルール

② 若者・女性の活躍推進に関するルール
若年者や女性の活躍を推進するために「次世代育成支援対策推進法」や「女性活躍
推進法」が定められています。 P

oi
nt
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P

Ｑ　次世代育成支援対策として企業はどのような取り組みをしなければなりませんか。

Ａ　�従業員 101人以上の企業には、仕事と家庭の両立支援に向けた行動計画の策定・届出、公表・��
周知が義務付けられています。

【一般事業主行動計画の策定】（次世代育成支援対策推進法第 12条）
常時雇用する従業員の数が 100 人を超える企業は、一般事業主行動計画を策定し、厚生労働大臣にその旨
を届け出なければなりません。一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定める必要があります。
１．計画期間
２．次世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標
      （例：平成○年までに育児休業取得率を男性○％、女性△％とする等。）
３．実施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその実施期間

詳細については以下のＵＲＬを参考にしてください。
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/

Ｑ　女性活躍推進法（新法）に関連して企業はどのような取り組みをしなければなりませんか。

Ａ　�従業員 301人以上の企業には、女性の職業生活における活躍を推進する行動計画の策定・届出、
公表・周知が義務付けられています。

【一般事業主行動計画の策定】（女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第 8条）
常時雇用する従業員の数が 300 人を超える企業は、一般事業主行動計画を策定し、厚生労働大臣にその旨
を届け出なければなりません。一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定める必要があります。
１．計画期間
２．女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標
      （例：平成○年までに女性管理職比率を○％とする等。）
３．実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施期間

詳細については以下のＵＲＬを参考にしてください。
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html 
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③ 均等待遇に関するルール
企業が非正規社員（パートタイム、契約社員および派遣社員）を採用または使用
する時には、非正規社員に対して差別が行われないようにしなければなりません。
また、性別による差別も禁止されています。

Ｑ　1 年毎に労働契約を更新している社員がいるのですが、そのような契約を続けていくことに
　　問題はないでしょうか。

Ａ　平成 25 年４月からの有期労働契約が通算して５年を超える場合、社員が希望すれば無期雇用契約
　　への転換をしなければなりません。

【有期労働契約の期間の定めのない労働契約への転換】（労働契約法第 18条）
有期労働契約の契約期間を通算した期間が 5年を超える労働者が、使用者に対し、期間の定めのない労働
契約の締結の申込みをしたときは、使用者はこれを承諾しなければなりません。

Ｑ　男性のみの求人を予定しているのですが、求人に「男性のみ」と書いても問題ないでしょうか。

Ａ　特別な場合を除き募集・採用に関して性別で差別してはいけません。

【募集および採用にかかる差別の禁止】（男女雇用機会均等法第 5条）
募集および採用に関して、性別にかかわりなく均等な機会を与えなければなりません。

Ｑ　妊娠をした社員は働くことができなくなるため辞めてもらいたいと考えているのですが、解雇
　　 することは可能ですか。

Ａ　妊娠・出産を理由とした解雇は禁止です。

【婚姻、妊娠、出産にかかる差別の禁止】（男女雇用機会均等法第 9条）
女性社員の婚姻、妊娠、または出産したことを退職理由としてあらかじめ定めてはならず、それらを理由
に解雇や、不利益な取り扱いをしてはいけません。

 P
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Ｑ　パートタイム社員から正社員と同じように食堂を使わせて欲しいとの要望があったのですが、
　　 認めないといけませんか。

Ａ　パートタイムやアルバイトであっても合理的な理由のない差別は禁止されています。

【正社員とパートタイム労働者の差別の禁止】（パートタイム労働法第 8条、第 9条）
職務の内容や異動の有無などに差が無い場合には、パートタイムやアルバイト社員であることを理由に、
賃金、教育訓練、福利厚生施設の利用、その他の待遇について、差別的取り扱いをしてはなりません。
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働く女性と雇用のルール

④ 両立支援に関するルール
少子高齢化が進む中で、企業は、育児又は介護を行う従業員の雇用の継続および再
就職の促進を図り、従業員の職業生活と家庭生活の両立を助けることが求められて
います。

 P
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■育児・介護休業に関するルール
Ｑ　育児休業を取得した従業員を降格したところ、違法だと訴えを起こされました。

Ａ　育児休業や介護休業を取得したことを理由とした不利益な取り扱いは禁止です。

【不利益取扱いの禁止】(育児介護休業法第 10条 )
企業は、従業員が育児休業を希望したり、取得したことを理由に、解雇やその他不利益な取り扱いをして
はいけません。

P
o
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o

P

i

������■妊産婦の労働者保護に関するルール
Ｑ　妊産婦を保護するために企業が行わなければならないことは何ですか。

Ａ　妊産婦の労働者を保護するために以下のような様々なルールがあります。
【産前・産後休業】（労働基準法第 65条）
産前６週間（双子以上の妊娠の場合は 14 週間）産後は８週間女性を働かせてはいけません（産前休業に
ついては、女性が請求した場合に限ります。産後休業については、産後６週間を経過後に、女性本人が希
望し、医師が支障ないと認めた業務については、働かせても構いません）。

【妊婦の軽易業務転換】（労働基準法第 65条）
妊娠中の女性が希望した場合には、他の軽易な業務に転換させなければなりません。

【妊産婦等の危険有害業務の就業制限】（労働基準法第 64条の 3）
妊産婦等を妊娠、出産、哺育等に有害な業務に就かせてはいけません。

【妊産婦に対する変形労働時間制の適用制限】（労働基準法第 66条）
変形労働時間制がとられる場合であっても、妊産婦が希望した場合には、1 日及び 1 週間の法定時間を超
えて働かせてはいけません。

【妊産婦の時間外労働、休日労働、深夜業の制限】（労働基準法第 66条）
妊産婦が希望した場合には、時間外労働、休日労働、又は深夜業をさせてはいけません。

【育児時間】（労働基準法第 67条）
生後満 1 年に達しない生児を育てる女性は、1 日 2 回各々少なくとも 30 分の育児時間を取ることができ
ます。
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■出産時に給付される社会保険
Ｑ　出産時に給付される社会保険について教えてください。

Ａ　大きく分けて「出産育児一時金」と「出産手当金」の２つがあります。

【出産育児一時金】(健康保険法第 101条 )
健康保険に加入している労働者が出産したときは、出産育児一時金として、政令で定める金額（42 万円）
が支給されます。

【出産手当金】(健康保険法第 102条 )
健康保険に加入している労働者が出産したときは、出産の日以前 42 日（双子以上妊娠の場合においては、
98 日）から出産の日後 56 日までの間、出産手当金として、1 日につき、給与のおよそ 3 分の 2 に相当
する金額が支給されます。

■育児・介護休業時に給付される雇用保険
Ｑ　育児・介護休業中に給付される社会保険について教えてください。

Ａ　育児・介護休業給付について金額と支給期間が決められています。

【育児休業給付金】(雇用保険法第 61条の 4)
雇用保険に加入している労働者が、原則１歳（保育園に子供を預けられない場合などは１歳半）に満たな
い子を養育するための休業をした場合において、育児休業給付金として、１日につき、給与の 50％が支
給されます（現在は制度の見直しにより、休業開始後６ヶ月については 50％が 67％に増額され支給され
ています）。

【介護休業給付金】(雇用保険法第 61条の 6)
雇用保険に加入している労働者が家族（配偶者、父母及び子、並びに配偶者の父母など）を介護するため
の休業をした場合において、介護休業給付金として 1 日につき、給与のおよそ 40％に相当する金額が支
給されます。（最大 93 日）現在、67％に引き上げる方向で議論されています。

○�育児・介護休業法など、現在改正について審議されている法律がありますが、2016年 2月末時点の内容で
編集しております。
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【事業主のための雇用関係助成金一覧】

Ｑ　不景気で急激に仕事が減り、雇用の維持が難しくなりました。

●雇用調整助成金
　景気の変動、産業構造の変化その他の経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、
一時的な雇用調整（休業、教育訓練または出向）を実施することによって、従業員の雇用を維持した場合
に助成されます。

Ｑ　事業縮小で離職せざるをえない社員に再就職に役立つ訓練を受けさせたい。

●労働移動支援助成金
　離職を余儀なくされる従業員を雇い入れ、その従業員に対して OFF-JT で訓練を行った事業主に対して
助成されます。

Ｑ　高年齢者や障がい者を積極的に雇用したい。

●特定求職者雇用開発助成金
　雇入日の満年齢が 65 歳以上の離職者や障がい者をハローワークなどの紹介により雇入れる事業主に対
して助成されます。

Ｑ　�契約社員・パート・派遣社員等の有期契約をしている従業員を正規雇用等へ転換しようと考え
ている。

●キャリアアップ助成金
　有期契約労働者を正規雇用等への転換した場合、勤務地限定正社員または職務限定正社員の新たなルー
ルを作成する場合、短時間労働者の週所定労働時間を社会保険加入ができるように延長する場合などに助
成されます。

Ｑ　�育児休業を取得する従業員を休業終了後復職させたいが、不在期間中にその従業員が担当する
業務を行ってもらう為、新たに雇い入れたい。

●両立支援等助成金
育児休業の代替要員を確保する場合、事業所内保育施設を設置・増設・運営する場合などに助成されます。

本ページの助成金の詳細については以下のURL から見ることができます。
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/
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【相談窓口一覧】

Ｑ　多忙な職場で最近急に元気がなくなった社員がおり、メンタル面が心配だ。

●�こころホットライン（労働者のメンタルヘルス・過重労働による健康障害に関する相談）
　http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000095839.html

Ｑ　��女性従業員とコミュニケーションを取るつもりで私生活のことを聞いたら、セクハラだと言わ
れた。

●�法務省人権相談（なお、最寄りの法務局の人権相談窓口でもかまいません）
　http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken113.html

Ｑ　�企業として労働法に則って適切に労務管理をしているつもりだが、従業員から一部労働法に違反
していると指摘されている。労働法に則った取り扱いを正確に知りたい。

●�労働基準監督署（待遇が労働法に違反している場合などの相談）
　http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/location.html

Ｑ　出産を控えた従業員がいるが、どんな保険給付が将来受けられるのか。

●�事業所が加入する全国健康保険協会（協会けんぽ）または健康保険組合
　https://www.kyoukaikenpo.or.jp/g7/cat710/sb7130/sbb7131/1762-620

Ｑ　労働条件やいじめ・嫌がらせなど労働問題を相談したい。

●�総合労働相談コーナー
　（労働条件、いじめ・嫌がらせ、募集・採用など、労働問題に関するあらゆる分野についての相談）
　http://www.mhlw.go.jp/general/seido/chihou/kaiketu/soudan.html

Ｑ　�職場で差別やセクハラを受けています。

●�女性の人権ホットライン（職場での差別やセクシャルハラスメントなど相談）
　http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken108.html

Ｑ　失業時の保険給付について手続きを知りたい。

●�ハローワーク（雇用保険や採用、退職に関係する相談）
　http://www.mhlw.go.jp/kyujin/hwmap.html　
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